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「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 人事院

ご意見をいただく事 第２－１－（３） 出訴期間等の教示

項

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

職員に対し、その意に反して、降給、降任、休職、免職その他著しく不利

益な処分を行い、又は懲戒処分を行おうとするときは、職員に処分説明書を

交付し、その中で、当該処分について人事院に対して不服申立をすることが

（ ）できる旨及び不服申立期間 処分説明書を受領した日の翌日から６０日以内

を記載しなければならないとされている。

なお、転任、配置換等の任用は、職員が著しく不利益な処分を受けたと思料する

場合には処分説明書の交付を請求することができ、この場合にも処分説明書にこ

れらの事項は記載されている。

以上のとおり、職員に対する不利益処分に関しては、その不服申立てについて

必要な教示制度は整えられている。

各府省がその裁量により実施している任用に対して、一律に教示義務を課すこ

ととなれば、職員が自らの異動について不必要な疑念を抱くことともなり、また、そ

れは任命権者と職員との間の信頼関係を損ない、円滑な人事管理を阻害するおそ

れがある。

② 上記①との関係で検討を要すると思われる事項

採用、昇任、転任、配置換等の職員に対する処分について、一律に教示義務の

対象とする必要はない。

行政事件訴訟法で、出訴期間の教示が義務付けられた場合は、上記の

処分説明書に、取消訴訟に関する出訴期間について記載することを検討
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「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 人事院

ご意見をいただく事 第２－２ 審理を充実・迅速化させるための方策の準備

項

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

裁決に関する記録の中には、人事院に対して国家公務員法第９０条の不利益処

分の不服申立てを行った者等の個人に関する情報、公務員が職務上知り得た秘

密に関する情報等も含まれることから、提出対象に例外が認められない場合には、

プライバシー、守秘義務等の点から問題となる。

② 上記①との関係で検討を要すると思われる事項

個人に関する情報、公務員が職務上知り得た秘密に関する情報等が含まれる

文書については提出を拒むことができることとすべきと考える。
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「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 人事院

ご意見をいただく事 第２－３ 本案判決前における仮の救済の制度の整備

項

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

○ 職員に対する分限処分又は懲戒処分に対して執行停止等が行われた場合に

は、公務の能率的運営又は公務員関係の秩序維持が阻害されるおそれ等が

ある。

例えば、分限免職処分に対して提訴があった場合、免職処分の執行が停止

され、判決が出るまで職員の身分を保有したままとなるということになれば、任

命権者が官職への適格性が認められないと判断して公務から排除した者が、

職員として勤務し続けることとなり、公務の能率的運営が阻害されるおそれが

ある。

また、懲戒免職処分に対して提訴があった場合、免職処分の執行が停止さ

れ、判決が出るまで職員の身分を保有したままになるということになれば、義務

違反又は非違行為を行った制裁として免職された者が職員として勤務し続ける

こととなり、公務員関係の秩序維持が阻害され、公務への国民の信頼確保が

図れなくなるおそれがある。

② 上記①との関係で検討を要すると思われる事項

①のことから、職員に対する分限処分及び懲戒処分については仮の救済の

制度の対象としてなじまないものと考えられる。
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「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 人事院

ご意見をいただく事 第２－５－（２）取消訴訟の排他性等の見直し、行政決定の違法

項 確認訴訟の創設

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

職員に対する不利益処分について、出訴期間による制限を設けないものとした

場合、公務員関係を長期にわたり不安定な状態に置くこととなる。

② 上記①との関係で検討を要すると思われる事項

職員の身分を早期に確定する必要があることから、職員に対する不利益処分に

ついては、取消訴訟の出訴期間による制限を維持することが適当である。
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「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 人事院

ご意見をいただく事 第２－６－（１） 原告適格の拡大

項

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

職員に対する不利益処分の不服申立ての原告適格については、②に記述する

理由により、審査請求をすることにつき「法律上の利益」を有することが必要とされ

ており（人事院規則１３－１第６条第１項第４号）、行政事件訴訟法の原告適格を拡

大する場合、職員に対する不利益処分の不服申立ての原告適格との間に差が生

じることとなる。

② 上記①との関係で検討を要すると思われる事項

職員に対する不利益処分の不服申立てについては、（１）職員に対する不利益

処分は一身専属的性質を有するものであって処分の効果は被処分者本人の利益

にかかるものにすぎない以上、被処分者以外の者に原告適格を認める実益がない

こと (２) 仮に被処分者以外の者に原告適格を与えた場合、自己の法律上の利

益と関係のない理由による不服申立てが数多くなされることによるいわゆる濫訴の

弊が予想され、行政の円滑な運営に支障が生じること等の理由により、原告適格

について拡大することは不適切と考える。
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「行政訴訟検討会における主な検討事項」に関する意見等

省庁名等 人事院

ご意見をいただく事 第２－８－（３） 不服審査前置による制約の緩和

項

① 各府省庁等所管の行政分野に与える影響の有無・内容・程度

職員に対する不利益処分の不服申立てについては、不服審査前置の規定が設

けられているが（国家公務員法第９２条の２）、これは、人事院が人事行政の専門

機関として、処分の違法性のみならず不当性についても合理的、かつ公正な判断

を行える立場にあること、行政部内の問題について人事行政の専門機関において

審査を行うことにより判断の統一性を図ることができること、簡易迅速な手続によっ

て被処分者の救済を図ることができること、出訴前に人事行政の専門的機関の救

済を求めるほうが訴訟経済面からも妥当であること等の理由に基づくものである。

職員に対する不利益処分について不服審査前置を廃止すると、以上のようなメ

リットが減殺されることになるものと考える。

なお、現行の行政事件訴訟法第８条第２項第１号において、審査請求があった

日から３ヶ月を経過しても裁決のないときは取消訴訟を提起することが許容されて

おり、不服審査前置を課していることによって職員に特段の不利益を強いているこ

とはないものと考える。

② 上記①との関係で検討を要すると思われる事項

上記①の理由により、職員に対する不利益処分の不服申立てについては、現

行の不服審査前置制度を維持すべきものと考える。


